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｜東海財務局について

｜概要

財務局は、地域に根差し、財政や国有財産、金融等に関する施策を実

施します。その際、地域と連携しつつ、組織としての総合力を発揮して、

地域貢献に取り組みます。さらに、財務省と金融庁の施策を広報すると

ともに、地域の声や経済の実態を本省庁に伝達し、効果的な施策の形成

に寄与します。こうした取組を通じて、地域経済、ひいては我が国経済の

健全な発展に貢献し、安心で豊かな社会の実現を目指します。

東海財務局は、東海４県を管轄としており、愛知県に本局を置き、岐阜

県、静岡県、三重県の各県に財務事務所、静岡県沼津市に出張所を設置

しています。

官署名 財務省東海財務局

所在地 愛知県名古屋市中区三の丸３－３－１

ホームページ https://lfb.mof.go.jp/tokai/

職員数 約400名
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｜東海財務局の業務

財務局は、財務省の総合出先機関として、また、金融庁からの事務委任

を受け、 地域に根差し、財政や国有財産、金融等に関する施策を実施し

ます。また、災害等発生時には、速やかな災害査定立会の実施、国家公務

員宿舎や未利用国有地等の提供、金融機関に対する金融上の措置の要

請など、被災地域の回復・安定のために尽力します。

財政

予算執行調査などの実施、
災害復旧事業の査定立会
や地方公共団体への財政
融資資金の貸付などを
行っています。

国有財産

国の庁舎等の効率的利用
（再編、集約化）、国有財産
の売却、地域のニーズや大
規模災害時の活用などを
行っています。

金融・証券

地域金融機関の検査・監
督、金融商品の市場取引
などの監視や金融商品取
引所の監督などを行って
います。

経済調査・統計

東海４県における経済動
向の調査・分析、法人企業
統計調査や法人企業景気
予測調査などを行ってい
ます。

地方創生・地域連携

講演活動、財政や金融等
に関する特別授業、経済団
体との意見交換、金融犯
罪被害防止のための活動
などを行っています。

企業内容等開示

有価証券報告書や大量保
有報告書等の受理・審査を
行っています。

公認会計士試験

公認会計士の資格を得る
ための国家試験を実施し
ています。

たばこ・塩

たばこの小売販売業や出
張販売の許可、卸売販売
業者の登録等のほか、塩
製造業者及び卸売業者の
登録等を行っています。
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｜地方創生・地域の課題解決への貢献

財務局は、経済調査や各種ヒアリング等を通じて地域の課題や地方創

生の取組について把握し、｢財政融資資金の貸付｣、｢国公有財産の最適

利用(エリアマネジメント)｣及び｢地域金融機関との対話｣などの業務を

通じて、それらの課題解決や取組の推進等をサポートしています。

また、政府の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」(令和4年12月23

日閣議決定)においては、｢関係省庁や地方支分部局、地方公共団体、地

域金融機関、企業等とのネットワーク機能を活用し、地域企業の価値創

造や課題解決等に向けた『つなぎ役』を果たす｣旨が示されています。

これを踏まえ、財務局においても、より効果的な地域貢献を実施するた

め、各種業務で培ったネットワークや財務局を結節点(ハブ)とする地域

の恒常的･互恵的な意見交換の場(プラットフォーム)を積極的に活用し

て、｢地域経済エコシステム｣の各主体の｢つなぎ役｣を果たすことを目指

しております。
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｜地域の課題解決に向けた取組

財務局は、地域の様々な主体と連携･協働し、地域課題の解決に向けて

創意工夫を凝らしながら、社会の変化に伴う新たなニーズに対応してい

くことで、希望ある社会を次世代に引き継ぐべく、地域経済の発展に貢

献し、地域住民の皆様にとって役立つ組織となれるよう、引き続き地域

と積極的に連携してまいります。

勉強会の様子

産業構造を踏まえた財政に関する研修の実施

津財務事務所は、鈴鹿市及び鳥羽市から

の要請を受け、｢第三者の視点から見た財政
状況｣と｢産業構造に応じた施策紹介｣をパッ
ケージにした勉強会を開催いたしました。

財務局は、財政融資の償還確実性を確認す
る観点から、ヒアリングを通じて地方公共団
体の財務状況を把握し、財政健全化に向け
たアドバイスなども行っております。

この取組を通じて、県内全体を管轄する財
務事務所からの分析結果を市職員に示すこ
とで、財政健全化を自分事として考えるきっ
かけとなることを期待しています。

財政

地域の交通渋滞解消に寄与する合同宿舎の有効活用

東海財務局は、国有財産の売却等を通

じて財政に貢献するとともに、地域や社会
のニーズに対応した有効活用を促進する
ことを目的に、国有財産監査を実施してい
ます。

この取組では、国有財産監査で把握した
ハローワークの駐車場不足による交通渋
滞に対し、当局が管理する近隣の合同宿舎
駐車場の一部を使用承認することで、渋滞
解消に貢献いたしました。ハロワーク周辺道路の渋滞

国有財産
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大学生が主体となる財政教育プログラムの実施

岐阜財務事務所は、岐阜協立大学との連

携協定に基づき、高校での財政教育プログ
ラムの実践を含めた講義の開講に協力して
います。

この取組では、年齢の近い大学生が講師
となって高校での授業を進めることで、グ
ループワークを含む授業全体が活性化する
などの効果が期待されています。

大学のオープンキャンパスでも財政教育
プログラムが実施され、より多くの生徒に
国の財政の課題について考える機会を創出
しています。

広報

大学生による財政教育プログラムの実践

スタートアップ・エコシステムの活性化に向けた取組

東海財務局は、スタートアップ・エコシステ
ムの活性化に向けた取組を継続して行って

います。

令和６年においては、愛知県の｢Aichi-

Startup推進ネットワーク会議｣に当局も加
入したほか、TOKAIスタートアップセミナー

を開催するなどの取組を行いました。

今後も、行政機関、大学、金融機関などと

の対話により「産官学金」の連携を図るなど、
東海地域におけるスタートアップ・エコシス

テムの活性化を図ることを目指しています。
スタートアップセミナーのちらし

金融

商工団体、金融機関等との会合

地域の声の還元による事業者支援の態勢強化

静岡財務事務所では、地域における事業

者支援態勢の実行状況を把握するため、地
域金融機関のほか、地方公共団体、商工団体、
企業等との対話を実施しています。

対話により把握した事業者支援の評価や課
題を整理し、金融機関及び支援機関の会合
などの機会を活用し還元いたしました。

この取組を通じて、地域の関係者における
連携が前向きに取り組まれ、地域の事業者
支援態勢が充実・強化されることを期待して
います。

金融
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災害発生時における国有財産の活用

沼津出張所は、駿東伊豆消防組合と｢災害
時の沼津合同庁舎立体駐車場の使用に関
する覚書｣を締結いたしました。

財務省では、災害発生時の応急措置に使
用する場合など、被災地の地方公共団体に
対して、国有財産の無償貸付や使用許可を
行っています。

この取組により、災害時に緊急参集する
消防職員が当駐車場を利活用することによ
り迅速な消防活動が期待でき、地域の防
災･減災等への貢献を目指しています。

沼津合同庁舎と立体駐車場

災害

大学等と連携したアクティブラーニングの実施

東海財務局は、金城学院大学や関係機関

と連携し、大学生に対する「金融リテラシー
向上のための実践的アクティブラーニング」
の取組を実施いたしました。

当局の職員が大学ゼミのグループワーク
に参加したほか、プレゼンテーションに際し
ての助言を行うなど学生のバックアップを
行いました。

この取組により、大学生が、金融リテラシー
の基礎的な知識を習得するとともに、アク
ティブラーニングを通じたより深い学びを得
る機会を創出いたしました。

アクティブラーニングの様子

金融リテラシー

空き家・古民家を利活用したまちづくり支援

東海財務局は、空き家問題の解決に向け
た取組の一環として、令和6年5月に｢まち

づくりセミナー｣を開催いたしました。

セミナーでは、古民家の利活用を通じたま

ちづくりに取り組んでいる実務者を講師に
招き、空き家・まちづくりの課題や好事例に

ついて、地方公共団体、金融機関や観光・ま
ちづくり事業者などに還元しました。

まちづくりを進めるためには、官民金の適
切な役割分担が重要であり、セミナーを通

じて官民の協業を促しました。
まちづくりセミナーのちらし

地方創生
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｜講師を派遣します

東海財務局では、財政・経済・金融・国有財産などをテーマにした講演

会等に講師を派遣しています。学校・地域サークル・企業・経済団体・公民

館・老人会など、10名前後から100名を超えるものまで、さまざまな講

演を行っています。グループの人数・対象年齢は問いません。ご要望に応

じて講師を派遣しますので、お気軽にご相談下さい。

講演料・交通費等の費用は一切不要です。

■財政教育プログラム（小中高生向け）

小中高校生へのニュートラルな主権者
教育の一環として行う、アクティブラー
ニングを取り入れた財政の授業です。

日本の財政を自分たちにかかわる問
題ととらえ、日本の国の将来について
考え判断できる知識を育むことを目的
としています。

■「子育てとお金」講座（子育て世代向け）

子育て世代が知っておきたいお金の
知識として、子育てに関する国の財政
支出のほか、資産形成の基礎的な内容
などをお伝えします。

子育て支援センターや児童館などで、
お子さんを抱っこしながら聞ける「ミ
ニ講座」です。

■日本の財政の現状について

日本が置かれている財政状況と将来
の課題などについて説明します。

■最近の東海地域の経済

東海財務局管内の地域の経済動向や、
景気の先行き見通しなどを解説いた
します。

■最近の金融事情

昨今の金融情勢を踏まえた金融行政
の現状及び課題などについて説明し
ます。

■金融トラブルにあわないために

振り込め詐欺や不正な未公開株の勧
誘等に遭わないための対処法や、多重
債務問題等について説明します。

■ご存じですか？国有財産

国有財産を利用した公共施設の紹介
や活用状況などについてお話します。

■外国投資家による投資について

外為法に基づく対内直接投資審査制
度について説明します。
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｜東海財務局の事務所、出張所

東海財務局は、岐阜県、静岡県、三重県の各県の県庁所在地に財務事

務所、静岡県沼津市に出張所を設置し、各事務所等においても所掌事務

を行っています。

岐阜財務事務所

所在地 岐阜県岐阜市金竜町5-13
TEL 058-247-4111（総務課）

静岡財務事務所

所在地 静岡県静岡市葵区追手町9-50
TEL 054-251-4321（総務課）

津財務事務所

所在地 三重県津市桜橋2-129
TEL 059-225-7221（総務課）

沼津出張所

所在地 静岡県沼津市市場町9-1
TEL 055-933-5800（管財課）
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財務省東海財務局
〒460-8521 愛知県名古屋市中区三の丸3-3-1
https://lfb.mof.go.jp/tokai/
TEL 052-951-1814（総務課企画係）

X（Twitter） メールマガジン
東海財務局

公式ホームページ




